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 アメリカが交渉の中心。通商交渉の権限は議会に帰属⇒
ファスト・トラックでUSTRに権限移譲 連邦議会の最初の
立法は？

 国際貿易機関（ITO)を設立するハバナ憲章をアメリカ議会
が拒否⇒貿易部分のみ、単なる締約国団の集合（国際機
関ではない）GATTが1948年成立

 1993年アメリカ議会（民主党）はブッシュ政権が妥結した
NAFTAの承認拒否（race to the bottomを懸念）⇒環境、
労働に関する補完協定をカナダ、メキシコと再交渉
⇒NAFTA承認

 底流にある保護主義～①南北戦争：北の保護主義と南の
自由貿易②1930年のスムート・ホーレイ法

 アメリカの政党～議決に党議拘束をかけない



 1．最恵国待遇の原則
日本が交渉してメキシコが課すテレビの関税を5％
にすると、エジプト、韓国、ハンガリー等すべての
加盟国がメキシコにテレビを輸出するときは5％

 ２．内外無差別（内国民待遇）の原則
×国産の消費税5％、外国産10％、×国産小麦を
使用すると補助金を出す

 ３．関税主義、（輸出＆輸入の）数量制限の禁止（第11条）
輸入関税はガットバインド（第2条＋譲許表）、輸出税規
律なし～ラーナーの対称性定理に反する

 ４．補助金規律・輸出補助金の禁止
 ５．利益の均衡、相互主義、代償主義



 1986～93年ガット・ウルグァイラウンド交渉⇒WTO成立

 モノの貿易のガットから、サービス貿易、知的財産権、補
助金規律強化、アンチダンピング規制、セーフガード規律、
輸出自主規制等灰色措置の禁止等、内容を充実させて
WTO成立～しかし、その後25年以上経過、時代遅れの
感、

 なぜWTO交渉は失敗するのか？⇒多数のFTA ⇒メガ
FTA

 農業の規律強化～関税化（従価税と従量税）、国内補助
金、輸出補助金

 紛争処理機能の強化～ガットのコンセンサス方式からネ
ガティブ・コンセンサス方式へ、
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日本の農産物の関税構造（タリフライン数1,332）

出典：農林水産省調べ









 ガット第24条：実質上すべての貿易に関し関税その
他の制限的通商規則が廃止

 しかし、国際経済学での議論は1959年のVinerから

 Vinerの貿易転換効果～輸入（小麦）が世界で一番

安く供給する国（アメリカ）から、協定締約国（フラン
ス）へ転換する＝交易条件が悪化する

 しかし、すべてのFTAが悪いのではない（国際経済学

を理解しない一部の農業経済学者）。上の例で、フラ
ンスとのFTAは貿易転換効果ありだが、アメリカとの
FTAはない
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 貿易転換効果には、次の前提。

 ①既に関税を払った輸入が行われていること、
 ②自由貿易協定を結ぶことにより輸出先が「世界で最も安く供給できる国」
から自由貿易協定締約国へ転換する

 しかし、日本の場合、高関税が残っているのはウルグアイ・ラウンド交渉で
関税化した米、小麦、乳製品などの農産物だが、これらについて、低い税率の
関税割当量以外で、輸入禁止的な通常関税を払って輸入されているものはほぼ
ない。つまり、関税を払った輸入が行われていないので、自由貿易協定で関税
を撤廃しても貿易転換効果は起きない。

 さらに、米、牛肉、小麦、乳製品については、日本の自由貿易協定の相手で
あるアメリカ、EU、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、タイ、ベト
ナムは世界で最も安く農産物を供給できる国。貿易創出効果はあるが、貿易転
換効果は生じない。つまり、世界の主要な地域とメガ・FTAを結ぶようになる
と、貿易転換効果はなくなっていく。



 自由貿易協定は関税同盟と異なり、協定締約国以外
の国に対する関税は統一されない。

 自由貿易協定に参加しているA国の域外国に対する
牛肉関税は100％、同じくB国の牛肉関税は1％とい
うケース。協定締約国A、B国相互間の関税は0％な
ので、競争力のある域外のC国産の牛肉がB国経由
でA国に輸入されると、関税は1％でA国に輸入される。
そうすると、A国は国内の牛肉産業を保護できなくな
る。このため、A国に輸入される牛肉は、域外のC国
産ではなくB国産であることが証明される必要がある。



 牛肉のような一次産品であれば簡単だが、B国がC国から原料
や部品を輸入しこれを加工してA国に輸出する場合には、それ
がC国産なのかB国産なのかを決定する必要。

 具体的には、
①関税番号（タリフライン）変更の有無により判断する関税分類
変更基準、
②当該国で行われた付加価値が製品価値の一定割合を超え
た場合に原産地資格を与える付加価値基準、
③物品に一定の加工を行った国に付与する加工工程基準。

このうちどの基準を採用するか、また付加価値は40％なのか
50％なのかなど、原産地規則は、自由貿易協定によってもさらに
その中の品目によってもり異なり、通関当局は複雑な原産地規
則に照らして関税の認定をしなければならなくなる。



 域内の原産地規則が統一されていけば、この悪い効果を抑制
できる。

 また、付加価値基準が採用される場合、域内の付加価値を合
算して一定の割合を超えれば域内産とみなすという“累積”が
TPPやRCEPでは認められた。例えば、TPP域内の付加価値の
合計が55%以上だと域内車（TPP産）として優遇関税の適用が
受けられる。日本の付加価値が30％しかなくても他のTPP国の
付加価値を合わせて55%を超えればよい。

 日本がEUと結んだ自由貿易協定では、日本とEUの双方が自
由貿易協定を結んだ国（イギリスやカナダが該当）との間でも
付加価値率の累積を認めた。イギリスとEUから部品を輸入して
日本で製品を作ってEUに輸出する場合、日本とEUの付加価値
率だけではなくイギリスの付加価値率も合算できる。（“拡張累
積”）



・The Doha Round drifted due to discord between the 

developed and developing countries.  Since China joined the 

WTO, the  US and the EU have been pushed back by developing countries. 

・Rules adopted 30 years ago are still applied without change.  
The further liberalization of goods and services trade is deadlocked and 

the rules are not attuned to  new forms of trade, including e-commerce.

・Most of the issues including forced technologies transfer that the 

U.S. has against China are not covered by the WTO . Since consensus is 

required for WTO negotiations, China can block establishing new 

agreements.⇒ The Obama administration turned its eye to TPP 

without China. But ｈow can it impose new rules on China?



 Since the old rules remain in force, new and creative 
interpretations have been made, as if to create new 
laws(OVERREACH).

 The interpretations do not agree with the intention 
of the countries that drafted the text of rules in the 
negotiations, e.g. export credit in U.S. cotton case (Japan 
which has not made commitments of Article 9.1 export 
subsidies may not give food aid?). A couple of lawyers can 
overturn what many countries negotiated.

 The frustrated U.S. has refused to appoint a member 
of the dispute settlement body.



 Consensus is required to conclude negotiations. One country can obstruct 
a successful conclusion. We have to change the way of decision making.
As regards the adoption of a report in dispute settlement, the WTO 
changed consensus into negative consensus.

a. qualified majority like the EU 
b. critical mass in which there is no agreement unless what is believed to 

be a minimum number or volume of participants
with special  and differential treatments of developing countries

 We should change the way of interpretation.

a. taking into account the negotiation history just like the era of GATT
b. one of the three members of the Appellate Body who serve on a case  

must be an economist

Plurilateral Agreements? China will not join the agreements on labor, 
state-owned enterprises and investment. IPEF is a kind of plurilateral 
agreement（not by a single undertaking) and will not replace TPP.



評価①：他の国の市場へのアクセス増加。

日本が輸出する農産品も工業製品も、相手国の関税が引き下がるメリット。公
共事業などの政府調達も一層開放

評価②：ルールの設定または拡充。

偽造品の取引防止など知的財産権の保護、投資に際しての
技術移転要求の禁止、国有企業と海外企業との間の同一の
競争条件の確保
↑これらはトランプ政権が解決したい中国問題。

評価③：自由貿易協定の本質は差別＝入るとメリット、入らないとデメリット。

参加国の拡大（韓国、台湾、フィリピン、タイ、インドネシア、コロンビア、イギリス
等が関心）日EU間の自由貿易協定交渉も合意。



牛肉：豪州は15年後9％の関税で日本に輸出、アメリカは38.5％の
関税を払う必要＝年々関税格差が拡大

同様に、アメリカは小麦で豪州、カナダに、乳製品で豪州、NZ、フランスに、
豚肉でカナダ、デンマーク、スペイン、ワインで豪州、NZ、チリ、EU諸国に、
それぞれ敗北。

アメリカ抜きのTPPは意味がない
（2016年10月安倍総理国会答弁）

アメリカ抜きのTPPこそアメリカをTPPに参
加させる唯一の手段＆自動車関税の即

時撤廃要求可能
（2016年9月山下）

VS

効果：アメリカ農業は日本市場から駆逐される

米大統領選（2016年11月）前の日本の議論
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●TPPからアメリカは脱退し、日本に二国間の自由貿易協定(日米FTA)

締結の交渉を求めるというトランプ政権の考えが明らかになったとき、政府

は態度を変更。

●日米FTAになれば、農産物でTPP交渉以上の約束を求められる可能

性が高い。TPP11を先行させ、アメリカ農産物を日本市場で不利に扱う

ことによって、アメリカが強く出られないようにしようという思惑

●豪州も別の思惑からこれに乗る

農業がTPPを救った







 ほとんどの州で結果は予め判っている、

 結果を左右するのは、

10ほどのスイング・ステイト（swing states):フロリダ、オハイオ、

ミシガン、ペンシルベニア、ウィスコンシン、アイオワ、ニューハンプシャー、

コロラド、ジョージアなど

 スイング・ステイトの5つが中西部（ラストベルト＋コーンベルト）

 注目はテキサス（CA55、TX38、NY29、FL29）。Red⇒Purple
⇒ Blue？

アメリカ選挙の特徴

民主党＝都市政党化 共和党＝農村政党化

大統領選挙



 TPP交渉では譲歩したバターなど乳製品の輸入枠はTPP加

盟国すべてに解放されたもの。これらの品目の輸出競争力
があるのは、TPP加盟国でもニュージーランドやオーストラリ
アであって、米国ではない。

 コメは現在の無税枠10万トンすら満足に消化していない。こ
れにTPP合意と同じく7万トンの米国向けの輸入枠を設定さ
れても、米国のコメ業界は全く活用できない。

 日本に米を輸出しているカリフォルニアは民主党が必ず勝
つ州（ブルーステイト）で、トランプがコメ業界のために頑張っ
ても、再選にはつながらない。
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日米FTAとコメ・乳製品の輸入枠



なぜアメリカはコメの市場開放を要求しない？
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カリフォルニア州農業生産額内訳（2020）
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 Race to the bottom by manipulating Labor and 
Environmental regulations will be disciplined. China has 
not ratified some of the standards of the International Labour
Organization (ILO): approval of the freedom of association and the 
right of collective bargaining and abolition of forced labor

 Stronger protection of Intellectual Property Rights
 ISDS protects overseas investment from discriminatory 

measures.
 Disciplines on Forced Technology Transfers in case of 

investment
 Electric Commerce~ the TPP prohibits its members from 

demanding the disclosure of source codes – the design of software 
but this is not agreed in the RCEP

 Level playing field between State-Owned Enterprises
and private companies. No disciplines in the RCEP.

 Furthermore we should get further market access or 
revise and evolve the TPP agreements according to 
economic changes.
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 The essence of FTA is discrimination: it is 
disadvantageous not to join it. 

 I proposed TPP without the US in the summer of 
2016 in order to lure the US back to TPP. Australia
would pay only 9% tariff on beef exports to Japan; whereas the US would 
have to pay 38.5% tariff. CPTPP was concluded next year. But Japan was 
forced to conclude the Japan-US FTA.

 A Mega-FTA has domino effects. Cumulative rules of 
origin for industrial goods like automobiles makes it more 
lucrative. You can make give & take among ag and industrial 
goods.

 The concerns that the U.S. has against China are covered by the 
TPP agreements. If the TPP with the US expands, China 
would be forced to join, and new TPP disciplines 
would be imposed on China. Then China cannot 
oppose making TPP rules WTO ones.

 We can persuade the WTO to adopt the rules of the 
TPP with a lot of developing members.



 WTOは機能不全に：立法的機能は中国の加盟によりストップ（南北対立
的構造、インドの拒否権が強化） 、司法的機能は唯一機能してきたが、立法
的機能を補うための創造的解釈にアメリカ反発し上級委員の指名を拒否⇒
機能停止へ。

 WTOのコンセンサス方式では中国やインドを規律する協定の締結は不可能。

 FTAの本質は差別”discrimination”⇒特に、メガFTAでは入らな
いと不利になるので拡大する⇒TPPの成果をWTOに持ち込
む”Plan B”

 オバマ政権のTPP戦略＝TPPは中国排除の仕組みではなく中国を取り組む
仕組み。

 トランプのTPP離脱と日米FTA合意によりアメリカのTPP復帰は頓挫。しかし、
アメリカ超党派の反中感情に訴えることは可能か？

TPPからWTO改革を



 Applicants need to satisfy the requirements demanded 
by the TPP chapters and the existing TPP members.

 China must observe the discipline and obligations 
stipulated in the TPP agreements including state-
owned enterprises, labor, electronic commerce, and 
intellectual property rights.

 TPP members can make demands additional 
to the TPP. China utilizes SPS measures as bilateral import 

bans. In the Chinese accession protocol to the WTO, de 
minimis ("maximum level of excusable support") is reduced 
from 10% to 8.5%. This is WTO+. But we cannot verify it.



 TPP＋αを要求することは可能（例：中国のWTO加入議定書）
 TPP加入の前提として、WTOで約束したことの遵守やWTO協定違
反の即時解消を要求することも可能～約束を守らない国は入れな
い

１．豪州への大麦やワインの関税引上げ
２．補助金のWTO未通報。農業補助金の生産額8.5%の上限を遵守しているか？
３．農業関係では、WTO加入議定書の不履行（TRQの民間輸入）、国貿企業の
譲許税率違反？、SPS措置の政治利用（日本の米のカツオブシ虫）、コシヒ
カリなど日本の品種名が中国で商標登録される

 いくら時間をかけても構わない～WTO加入に15年⇒台湾、韓国の
先行加入も可⇒対中圧力

 TPPのDSB機能が未整備の状況で、中国がTPP協定及び加入議定
書に従っていないと判断される場合、除名できると加入議定書に規
定？

 同時に、中国が未参加のうちにTPP協定の改正・進化⇒中国が参
加するとTPP協定をWTOに入れ込む（Plan B)



 カリフォルニアの米のための日本市場開放をトラン
プは要求せず～日米貿易協定よりTPPの方が有
利な部分はないか？

 対中強硬派へTPPの戦略的重要性を説得

 TPPの“貿易と環境”を改善するとして、環境に関
心あるグループ（若者世代等）へのTPP認識を高
められないか？


